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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第67期お

よび第68期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 ３ 第67期および第68期については、当期純損失が計上されているため株価収益率は記載しておりません。 

 ４ 第69期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」を適用しております。 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 （百万円） 177,892 188,842 194,158 198,372 195,904 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（百万円） 5,277 1,387 △296 2,488 4,333 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（百万円） 2,096 221 △3,082 △13,244 3,408 

純資産額 （百万円） 44,573 45,254 41,939 32,508 34,465 

総資産額 （百万円） 108,992 120,340 121,848 115,787 112,961 

１株当たり純資産額 （円） 759.71 783.90 726.53 569.91 601.26 

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり 

当期純損失（△） 

（円） 35.38 3.80 △53.40 △229.74 59.76 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 40.9 37.6 34.4 28.1 30.3 

自己資本利益率 （％） 4.8 0.5 △7.1 △35.6 10.2 

株価収益率 （倍） 17.6 122.5 ─ ― 13.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 2,088 1,518 △826 3,768 4,949 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △6,999 △7,981 △5,278 △1,886 927 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 5,946 7,509 7,097 △542 △5,670 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 3,948 4,994 5,986 7,326 7,533 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

1,484 

(3,909)

1,688 

(4,526)

1,694 

(4,952)

1,645 

(4,997)

1,545 

(4,956)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第67期お

よび第68期については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 ３ 第67期および第68期については、当期純損失が計上されているため株価収益率および配当性向は記載してお

りません。 

 ４ 第69期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」を適用しております。 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 （百万円） 165,777 175,093 183,303 179,633 170,060 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（百万円） 4,993 1,177 △481 2,279 3,935 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（百万円） 1,865 9 △5,063 △12,094 3,113 

資本金 （百万円） 14,948 14,948 14,948 14,948 14,948 

発行済株式総数 （株） 59,476,284 59,476,284 59,476,284 59,476,284 59,476,284 

純資産額 （百万円） 46,728 47,739 42,415 34,134 35,547 

総資産額 （百万円） 103,857 115,406 115,842 111,717 109,697 

１株当たり純資産額 （円） 796.44 824.20 734.79 598.42 624.67 

１株当たり配当額 

（内、１株当たり 

中間配当額） 

（円） 

（円） 

12.50 

(6.25)

12.50 

(6.25)

0.00 

(0.00)

6.25 

(0.00)

12.50 

(6.25)

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり 

当期純損失（△） 

（円） 31.48 0.16 △87.64 △209.80 54.60 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 45.0 41.4 36.6 30.6 32.4 

自己資本利益率 （％） 4.1 0.0 △11.2 △31.6 8.9 

株価収益率 （倍） 19.8 2,875.6 ― ― 14.8 

配当性向 （％） 39.6 7,724.9 ― ― 22.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

1,260 

(3,532)

1,384 

(3,879)

1,414 

(4,309)

1,385 

(4,381)

1,337 

(4,347)



２【沿革】 

 当社は、昭和55年３月１日に株式会社ケーヨー（昭和27年５月31日設立、千葉市所在）を同社（被合併会社）の株

式額面金額を500円から50円に変更することを目的として吸収合併いたしました。 

 当社（合併会社）は、昭和３年８月15日株式会社柳屋商店として資本金15,000円をもって山梨県北巨摩郡に設立さ

れ、昭和11年以降は休業状態にありました。合併後は被合併会社の実体をそのまま承継いたしましたので、以下の記

載におきましては、実質上の存続会社である被合併会社について記載します。 

昭和27年５月 京葉産業株式会社設立。 

昭和27年11月 石油製品事業に着手、金商株式会社を通じ新日本石油株式会社（旧社名三菱石油株式会社）製

品を受け入れ、千葉県内で販売を開始。 

昭和28年４月 千葉県登戸に第１号給油所（ガソリンスタンド）を開設。 

昭和39年11月 新日本石油株式会社と特約店契約を締結し、本格的に石油製品の取引をおこない販売を開始。 

昭和49年９月 ホームセンター（DIY用品）事業に進出、木更津市に第１号店木更津店を出店。 

昭和51年１月 木更津石油株式会社（当社子会社、給油所６ヶ所を運営、資本金1,000万円）を吸収合併、同時

に、同社と三井物産石油販売株式会社との間の石油製品に係る特約店契約を承継。 

昭和54年４月 商号を株式会社ケーヨーに変更。 

昭和59年12月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

昭和60年２月  株式会社穂高ショピングセンター（現連結子会社）を設立。 

昭和60年11月  茂原商業開発株式会社（現持分法適用関連会社）を設立。 

昭和63年８月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。 

平成３年９月 イオン株式会社（旧社名ジャスコ㈱）との間に、業務および資本提携契約を締結。 

平成８年２月 子会社である株式会社エナジーケーヨーに、石油部門の営業譲渡を実施、また平成８年３月、

同じく子会社である株式会社デイツーリフォーム（現連結子会社）に対し、増改築部門の営業

譲渡を実施。 

平成14年９月 ニック産業株式会社（現連結子会社）の株式を取得。 

平成15年８月 本久ケーヨー株式会社（現連結子会社）の株式を追加取得。 

平成17年１月 株式会社カーライフケーヨー（現連結子会社）を設立。 

平成17年２月 株式会社エナジーケーヨーと株式会社ケーヨーカーサービスの２社は、株式会社カーライフケ

ーヨーに営業を譲渡し、解散。 

平成19年２月 現在、ホームセンター店舗数179店舗。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、ホームセンター事業を営む当社と、子会社５社および関連会社１

社により構成されております。 

 当社グループの事業内容と、当社および関係会社の事業系統図は次のとおりであります。 

※前連結会計年度まで持分法非適用関連会社でありました㈱梓川ショッピングセンターは平成18年３月に保有株式を

すべて売却いたしました。  

会社名 事業内容 

当社 ホームセンター事業 

ニック産業㈱ ホームセンター事業 

本久ケーヨー㈱ ホームセンター事業 

㈱カーライフケーヨー 石油、オートサービス事業 

㈱デイツーリフォーム リフォーム事業 

㈱穂高ショッピングセンター ショッピングセンターの経営 

茂原商業開発㈱ ショッピングセンターの経営 



４【関係会社の状況】 

 （注）１  上記の子会社は、特定子会社に該当しません。 

２  ニック産業㈱は平成18年３月１日をもって、千葉市若葉区へ本部を移転いたしました。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員は就業人員であり、準社員、パートタイマーおよびアルバイト（８時間換算）は年間の平均人員を

（ ）に外数で記載しております。 

２ 従業員には、連結子会社以外への出向者および役員は含まれておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員は就業人員であり、準社員、パートタイマーおよびアルバイト（８時間換算）は年間の平均人員を

（ ）に外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 

営業上の取引 設備の賃貸借 
当社役員 
（名） 

当社従業員 
（名） 

（連結子会社）                 

㈱カーライフケーヨー 
千葉市 

若葉区 
50 

石油、オートサー

ビス事業 
100 1 1 ― 

事業所および 

事務所の貸与 

㈱デイツーリフォーム 
千葉市 

若葉区 
20 リフォーム事業 100 3 ― ― 

事業所および 

事務所の貸与 

㈱穂高ショッピングセン

ター 

長野県 

安曇野

市 

10 
ショッピングセン

ターの経営 
81 ― 3 ― 土地の賃貸 

ニック産業㈱ 
千葉市 

若葉区 
90 

ホームセンター事

業 
100 4 ― 経営指導 ― 

本久ケーヨー㈱ 
長野県 

長野市 
480 

ホームセンター事

業 
52 4 ― 経営指導 ― 

（持分法適用関連会社）                 

茂原商業開発㈱ 
千葉県 

茂原市 
200 

ショッピングセン

ターの経営 
43 ― ― ― 

土地の賃貸 

店舗の賃借 

  平成19年２月28日現在

事業部門 従業員数（名） 

ホームセンター事業部門 1,509 (4,891)   

石油、オートサービス事業部門 29   (26)   

リフォーム事業部門 7   (35)   

その他の事業部門 ―     (4)    

合計  1,545 (4,956)   

  平成19年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

1,337 (4,347)  36才11ヶ月 12年6ヶ月 5,088 



(3）労働組合の状況 

① ケーヨー労働組合 

組合員数    1,138名（平成19年２月末現在） 

上部団体名   ゼンセン同盟専門店部会 

労使関係    良好に推移しており、特記すべき事項はありません。 

 なお、連結子会社であるニック産業株式会社、本久ケーヨー株式会社および株式会社カーライフケーヨーには

労働組合はありません。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  国内経済は、企業の業績回復は進んでいるものの、個人消費は天候不順等があり本格的な回復には至らず、依然

として厳しい状況がつづきました。 

 こうした中、当社グループの中核でありますホームセンター事業では「ふだんの暮らし総合店」づくりをめざ

し、販売拠点の強化と販売力の向上に継続して取り組んでまいりました。 

 具体的には、販売拠点の強化のため、新規出店２店舗、閉店５店舗を実施してまいりました。また、既存店の販

売力向上を図るため、商品開発を推進し品揃え枠の拡大と買い易い売場づくりの実現に向け、全面改装24店舗と部

門改装を積極的に実行し商品の改廃を進めるとともにチラシ訴求をしてまいりました。 

 売上高は閉店による店舗数の減少や、天候不順等により、前年をやや下回る結果となりましたが、商品開発によ

る値入率の改善や値下げロス等の削減により、粗利益率は前年に対し上回ることができました。 

 一方、販売費及び一般管理費は作業効率の改善により店舗定員の見直しをしたことによる人件費の減少とその他

販管費の削減に努めたことにより、経常利益は前年同期を大幅に上回ることができました。 

 

 売上高の主要商品別概況は次のとおりです。 

 

ＤＩＹ用品・園芸用品 

 ＤＩＹ用品では、塗料、ホームケア用品が品揃えの見直しを実施した結果、前年を上回りました。また、作業用

品、シート、梱包材が好調に推移しました。 

 園芸用品は、4月、5月の天候不順の影響がありましたが、園芸肥料、用土、除草剤や殺虫剤等の薬品が前年を上

回り、好調に推移しました。植物は鮮度管理の徹底を図り彼岸、お盆、正月用切花や草花の苗が前年を大きく上回

りました。また、暖冬の影響もあり種、球根、種じゃがいも等も好調に推移しました。 

 

家庭用品・インテリア用品 

 家庭用品では、フライパン、炒め鍋等の開発商品が好調に推移しました。また、洗濯用品や清掃用品も前年を上

回りました。 

 家電用品は、暖冬の影響を大きく受け、暖房用品が前年を下回る結果となりました。 

 衣料品では、紳士衣料が扱い商品と扱い店舗数の拡大により、前年を大きく上回りました。 

 インテリア用品では、海外商品開発を強化した結果、組立家具、ホームリネンが大幅に前年を上回りました。国

内商品では、プラスチック収納用品が好調に推移しました。 

 

レジャー用品・ペット用品 

 トレーニング・アウトドア用品はやや苦戦しましたが、サイクル関連では、自転車本体、用品ともに好調に推移

しました。 

 ペット用品は、ペットの健康への需要の高まりからヘルシー、ダイエット志向の品揃えを強化した結果、犬、猫

のフード用品が好調に推移しました。また、室内犬、猫のトイレ関連、ペット用衣料等の飼育用品が好調に推移し

ました。 

   以上の結果、当期の連結業績は、 

 売上高        1,959億 4百万円（前年比  1.2％減） 

経常利益         43億33百万円（前年比 74.2％増） 

当期純利益        34億 8百万円（前年差 166億52百万円増） 

となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比較すると、11億81百万円増加し49億49百万円となりまし

た。 

 主な内訳は、税金等調整前当期純利益34億91百万円、減価償却費14億39百万円および、仕入債務の増加による

９億38百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、敷金・保証金の返還による収入20億77百万円等と一方、新規出店等による有

形固定資産の取得支出８億74百万円等により、前連結会計年度比28億14百万円増加し、９億27百万円となりまし

た。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、社債の償還による支出70億円、長期借入金返済54億65百万円等と一方、長期

借入金の借入による収入60億円等により、前連結会計年度比51億28百万円増加し、56億70百万円となりました。

 以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ２億７百万円

増加し75億33百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）地域別売上状況 

 （注）１ 当連結会計年度の新規店舗は次のとおりであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（ホームセンター事
業） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 前年同期比 

（％） 
備考 

売上高 
（百万円） 

構成比率 
（％） 

期末店舗数 

東
北
地
区 

宮城県 6,938 3.6 6 100.6   

福島県 4,922 2.6 4 97.4 閉店１店舗 

甲
信
地
区 

山梨県 7,899 4.1 8 104.4   

長野県 20,399 10.7 23 94.2 新規開店１店舗、閉店２店舗  

関
東
地
区 

茨城県 9,457 5.0 10 97.4   

千葉県 39,202 20.5 38 97.7 新規開店１店舗 

埼玉県 19,734 10.3 19 96.4 閉店１店舗 

東京都 17,136 9.0 17 101.6   

神奈川県 17,319 9.0 11 100.8   

栃木県 3,406 1.8 4 103.4   

東
海
地
区 

愛知県 10,434 5.5 7 102.7   

三重県 2,229 1.2 2 106.0   

岐阜県 989 0.5 1 95.9   

静岡県 12,509 6.5 14 97.7   

近
畿
地
区 

滋賀県 708 0.4 1 86.2   

兵庫県 1,093 0.6 1 156.2   

京都府 9,166 4.8 8 91.5 閉店１店舗  

大阪府 5,273 2.7 4 108.3   

和歌山県 1,273 0.7 1 124.4   

  本部 970 0.5 0 107.0   

合計 191,065 100.0 179 98.9   

長野県 丸子店 平成18年４月開店

千葉県 姉崎店 平成18年12月開店 



(2）事業部門別売上の状況 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）事業部門別仕入の状況 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業       

DIY用品 52,164 26.6 99.5 

家庭用品 95,709 48.9 98.9 

レジャー用品 43,168 22.0 98.1 

その他 23 0.0 77.7 

ホームセンター事業合計 191,065 97.5 98.9 

石油、オートサービス事業 3,574 1.8 94.3 

リフォーム事業 1,098 0.6 105.9 

その他 166 0.1 58.0 

その他の事業合計 4,839 2.5 94.6 

売上高合計 195,904 100.0 98.8 

事業部門 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

仕入高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業       

DIY用品 35,377 24.7 98.0 

家庭用品 72,587 50.8 99.0 

レジャー用品 30,958 21.7 94.0 

その他 1 0.0 38.0 

ホームセンター事業合計 138,923 97.2 97.6 

石油、オートサービス事業 3,083 2.2 94.2 

リフォーム事業 927 0.6 106.1 

その他 10 0.0 26.2 

その他の事業合計 4,020 2.8 96.0 

合計 142,944 100.0 97.6 



３【対処すべき課題】 

 当業界をとりまく経営環境は、消費回復の兆しはあるものの、企業間競争が一段と激化しており引続き厳しい状

況が想定されます。 

 こうした中、当社グループでは「ふだんの暮らし総合店」づくりをめざし業績の改善と利益体質の強化に取り組

んでまいります。 

 具体的には、ビルド＆スクラップを推進し「ふだんの暮らし総合店」に適した規模の店舗づくりと品揃えの構築

に努めてまいります。また、既存店は販売効率の向上を図るため、品揃え枠の拡大と商品改廃にスピードを上げて

取り組み、お客様から支持される価格、品質と買い易い売場づくりを実現してまいります。 

 さらに、オペレーションの改善や販管費の効率化を図り、コストを削減することにより利益体質の強化と有利子

負債の削減に努めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項を以下に記載しております。ただし、当社グループの事業等において以下に記載したものはリス

クのすべてではなく、記載された以外のリスクも存在します。 

 また以下の記載のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

 

(1) 店舗の出店、閉店に伴うリスク 

  当社グループの中核でありますホームセンター事業は、チェーンストアの重要な戦略であります店舗のビルド

 ＆スクラップを今後も積極的に進めてまいります。 

  これらの店舗の出退店はそのまま収益の増減につながるとともに、多額の出店コストや退店損失が発生する場

 合にも、当社グループの業績に影響を及ぼすおそれがあります。 

(2) 競合店の影響について 

  当社グループのホームセンター事業は、関東地域を中心に東北地域の一部から関西地域にかけて179店舗を展 

  開しております。当社グループが出店している地域内は、同業態の「ホームセンター」の他に住関連商品群を扱

 う「ＧＭＳ」や「ドラッグストア」、「スーパーマーケット」、その他の「専門店」が多数存在しており、競合

 状態にあります。また、こうした店舗が新規参入することによって競合激化の可能性があり、今後の業績に影響

 を及ぼすおそれがあります。 

(3) 自然災害等のリスク 

  地震や台風などの自然災害による設備等への重大な損害によって、販売面や復旧のためのコスト負担など、今

後の業績に影響を及ぼすおそれがあります。 

 また、物流ネットワークが機能しなくなり商品が配送できなくなったり、コンピュータシステムを結ぶ通信ネ

ットワークが切断されるなどの異常がでた場合には、事業に支障をきたす場合があります。 

(4) 仕入価格の変動等のリスク 

   当社グループの販売商品の中には、為替変動の影響を受ける海外開発商品があります。当社グループでは、為

替予約等により安定した価格で商品供給を受けられる体制を整えております。しかしながら、急激な為替変動等

により特別な外部与件が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼすおそれがあります。 

(5) 海外商品調達のリスク 

  当社グループは、海外各地から商品の調達をおこなっていますが、各国の政治情勢、自然災害、経済状況の変

化などによって商品の調達、販売に影響を受け、当社グループの営業成績に影響を与えるおそれがあります。 

(6) 取扱商品の品質上の問題について 

  当社グループが販売した商品について、品質面で何らかの問題が発生した場合には、商品回収や製造物責任賠

償が生じることもあり、当社グループの商品に対する信頼の低下、対応コストの発生等、当社グループの業績に

影響を及ぼすおそれがあります。 

(7) 金利負担に関するリスク 

   当社グループは、金融機関より借入をおこなっておりますが、市場の金利水準が予想以上に変動した場合、今

後の財務状況に影響を及ぼすおそれがあります。 

(8) 敷金、保証金の貸倒れ 

  当社グループは出店にあたり、店舗オーナーと賃貸借契約を結び保証金の差入れをおこなっている物件があり

ます。オーナーの破産等の事情によって賃貸借契約の継続に障害が生じたり、保証金の回収不能が発生した場合

には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼすおそれがあります。 



５【経営上の重要な契約等】 

（提出会社） 

 平成３年９月、イオン株式会社（旧社名ジャスコ㈱）との間に、合弁事業および商品の共同仕入・共同開発に係る

業務および資本提携契約を締結しております。 

６【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、1,959億4百万円と前連結会計年度に比べて1.2％減少いたしました。このうち、

主力のホームセンター事業では、閉店による店舗数の減少や天候不順等の影響を受け1.1％減少いたしました。 

② 営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は34億27百万円で前連結会計年度に比べ108.1％増加になりました。 

 商品開発による値入率の改善や値下げロス等の削減により粗利益率は前連結会計年度を上回りました。また、

販売費及び一般管理費は作業効率の改善により店舗定員の見直しをしたことによる人件費の減少とその他販管費

の削減に努めたことにより、前連結会計年度に比べ18億67百万円減少いたしました。 

③ 経常利益 

 営業外損益は、転貸不動産の収支が1億25百万円改善に伴い、9億5百万円と前連結会計年度に比べ64百万円増

加いたしました。当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ18億45百万円増益となり、43億33百万円

を計上いたしました。 

④ 当期純利益 

 特別損益は減損損失4億57百万円と、固定資産除却に伴う損失2億1百万円等を計上したため、8億42百万円の損

失を計上いたしました。 

 法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計は39百万円となり、当連結会計年度の当期純利益は前連結

会計年度に比べ166億52百万円増加の34億8百万円の当期純利益となりました。 

(2）財政状態の分析 

① 資産 

 当連結会計年度末の総資産は1,129億61百万円となり、前連結会計年度末に比較し28億26百万円減少いたしま

した。主な要因は、有価証券の時価差額15億6百万円の減少、差入保証金11億4百万円の減少などによるもので

す。 

② 負債 

 当連結会計年度末の負債総額は784億96百万円となり、前連結会計年度末に比較し45億76百万円減少いたしま

した。主な要因は、支払手形及び買掛金8億59百万円の増加、短期・長期借入金21億48百万円の増加、社債償還

による70億円減少などによるものです。 

③ 純資産 

 当連結会計年度末の純資産合計は344億65百万円となり、前連結会計年度末の資本合計と比較し19億56百万円

増加いたしました。主な要因は、当期純利益34億8百万円の計上、その他有価証券評価差額金8億95百万円減少、

剰余金の配当7億13百万円の支払いなどによるものです。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における当社グループ設備投資総額は12億89百万円であります。その内、ホームセンター事業にお

きまして当期新設２店舗および翌期以降の新店開設に関わる先行投資を実施したことに伴う設備投資額は、７億85百

万円となりました。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社の設備状況 

 （注）１ 「その他」は、車輌運搬具、機械装置および器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額

には消費税等は含んでおりません。 

２ 土地の面積の［ ］は賃借中のものであり、外数表示であります。 

３ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

地域別店舗数 
（所在地） 

セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員
数 
（名） 

土地 
建物及び構
築物 

その他 合計 
金額 面積（㎡） 

東北地区 

白石店他５店舗 

（宮城県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 292 

1,614 

[91,491]
392 9 694 47 

湯本店他３店舗 

（福島県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[78,531]
306 6 312 32 

甲信地区 

一宮店他７店舗 

（山梨県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 638 

11,807 

[127,608]
882 20 1,541 56 

茅野店他９店舗 

（長野県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 441 

7,089 

[137,528]
739 16 1,197 63 

関東地区 

波崎店他９店舗 

（茨城県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 1,344 

9,478 

[123,757]
670 20 2,035 70 

東金店他37店舗 

（千葉県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 4,158 

30,714 

[479,494]
3,705 103 7,966 270 

本部施設他 

（千葉県千葉市他） 

ホームセン

ター事業 
本部施設他 25 

2,264 

[13,562]
103 46 175 200 

その他用地等 

（千葉県他） 

ホームセン

ター事業 
予定地他 1,566 

28,209 

[308,326]
547 3 2,116 7 

秩父店他18店舗 

（埼玉県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 2,059 

17,013 

[222,156]
777 30 2,868 133 

小金井店他16店舗 

（東京都） 

ホームセン

ター事業 
店舗 72 

289 

[104,467]
1,162 34 1,269 110 

相武台店他10店舗 

（神奈川県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 924 

3,360 

[100,407]
558 28 1,511 91 

小山店他３店舗 

（栃木県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[57,995]
1 0 1 28 

東海地区 

岡崎店他６店舗 

（愛知県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[149,848]
39 3 42 60 

松阪店他１店舗 

（三重県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[27,876]
― ― ― 17 

芥見店 

（岐阜県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[14,742]
― ― ― 7 

御殿場店他13店舗 

（静岡県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 556 

7,742 

[177,292]
551 18 1,126 89 

近畿地区 

栗東店 

（滋賀県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[4,344]
― ― ― 6 

明石大久保店 

（兵庫県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[24,913]
― ― ― 10 

泉北原山台店 

他２店舗 

（大阪府） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[82,355]
― ― ― 32 

橋本彩の台店 

（和歌山県） 

ホームセン

ター事業 
店舗 ― 

― 

[24,727]
― ― ― 9 

総合計 ― ― 12,079 
119,579 

[2,351,421]
10,437 344 22,861 1,337 

名称 リース期間 
当期リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

備考 

器具備品 主として５年 853 1,833 
所有権移転外 

ファイナンス・リース 

その他 主として５年 133 205 同上 



(2）連結子会社の設備状況 

 （注）１ 「その他」は、車輌運搬具、機械装置および器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額

には消費税等は含んでおりません。 

２ 土地の面積の［ ］は賃借中のものであり、外数表示であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）事業所名はすべて仮称であります。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 

土地 
建物及び
構築物 

その他 合計 
金額 

面積
（㎡） 

㈱カーライフケ

ーヨー 

７事業所 

千葉市他 

石油、オート

サービス事業 

本部、営業所

および給油所 
335 

2,529 

[16,688]
66 7 408 29 

㈱デイツーリフ

ォーム 

22事業所 

千葉市他 

リフォーム事

業 

本部および営

業所 
― 

― 

[―]
1 2 4 7 

㈱穂高ショッピ

ングセンター 

１事業所 

長野県安曇野市 

ショッピング

センター事業 

ショッピング

センター 
2 

80 

[28,175]
257 0 260 ― 

ニック産業㈱ 

８事業所 

京都府 

ホームセンタ

ー事業 
店舗 231 

3,850 

[41,271]
1,001 10 1,243 79 

１事業所 

大阪府 

ホームセンタ

ー事業 
店舗 ― 

― 

[4,859]
29 0 30   

その他 

鳥取県 
その他 土地 2 

13,030 

[―]
― ― 2   

本久ケーヨー㈱ 

13事業所 

長野県 

ホームセンタ

ー事業 

本部および店

舗 
171 

2,796 

[192,040]
754 18 944 93 

その他 

長野県 
その他 その他設備 ― 

99 

[8,009]
― ― ―   

  平成19年２月28日現在

会社名 
（事業所名） 

所在地 事業部門 
設備の内
容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着工年月 
完成年月 
（予定） 

増加予定
売場面積 
（㎡） 

総額 
（百万円）

既支出額 
（百万円）

㈱ケーヨー 

狩場インター店 

神奈川県 

横浜市  

ホームセンター  

事業 

土地賃借 

建物賃借 
431 88 自己資金 

平成19年 

３月  

平成19年 

９月 
4,496 

㈱ケーヨー 

楢原店 

東京都 

八王子  

ホームセンター  

事業 

土地賃借 

建物賃借 
442 79 自己資金 

平成19年 

３月  

平成19年 

９月 
3,225 

㈱ケーヨー 

狭山店 

埼玉県 

狭山市  

ホームセンター  

事業 

土地賃借 

建物所有 
694 63 自己資金 

平成19年 

４月  

平成19年 

９月 
6,301 

本久ケーヨー㈱ 

千曲店 

長野県 

千曲市  

ホームセンター  

事業 

土地賃借 

建物賃借 
214 1 借入金 

平成19年 

６月  

平成19年 

11月 
5,137 

ニック産業㈱ 

嵯峨店 

京都府 

京都市 

ホームセンター  

事業 

土地賃借 

建物所有 
544 3 借入金 

平成19年 

４月  

平成20年度 

上半期 
3,084 

合計       2,325 234       22,243 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 (注）旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式（2,570,398株）は、「個人その他」に25,703単元、「単元未満株式の状況」に98株を含め記載し

ております。 

２ 「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ45単

元および17株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 230,000,000 

計 230,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年５月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 59,476,284 59,476,284 
東京証券取引所 

市場第一部 

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式 

計 59,476,284 59,476,284 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年３月１日～ 

平成18年２月28日

（注） 

― 59,476,284 ― 14,948 △8,500 6,715 

  平成19年２月28日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 56 34 346 83 1 7,986 8,506 ─ 

所有株式数 

（単元） 
― 200,217 5,187 85,991 78,008 3 224,357 593,763 99,984 

所有株式数の

割合（％） 
― 33.67 0.87 14.48 13.12 0.00 37.86 100.00 ─ 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の他、当社所有の自己株式2,570千株（4.32％）があります。 

２ 上記の株式数には、信託業務に係る株式数を次のとおり含んでおります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱   2,236千株 

        三菱UFJ信託銀行㈱             400千株 

              資産管理サービス信託銀行㈱       1,655千株 

日本マスタートラスト信託銀行㈱     1,451千株 

３ 次の法人から、大量保有（変更）報告書の写しの送付があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受け

ておりますが、当事業年度末時点における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。 

なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

１ ケーヨー従業員持株会 
千葉県千葉市若葉区みつわ台 

１丁目28番１号 
4,302 7.23 

２ イオン株式会社 
千葉県千葉市美浜区中瀬 

１丁目５番１号 
3,551 5.97 

３ 株式会社千葉銀行 
千葉県千葉市中央区千葉港 

１番２号 
2,845 4.78 

４ 永井 幸喜 千葉県千葉市稲毛区 2,471 4.15 

５ 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 

東京都中央区晴海 

１丁目８番11号 
2,275 3.83 

６ 三菱UFJ信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内 

１丁目４番５号 
1,861 3.13 

７ 資産管理サービス信託銀行株式

会社 

東京都中央区晴海 

１丁目８番12号 
1,655 2.78 

８ 明治安田生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内 

２丁目１番１号 
1,593 2.68 

９ 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 

東京都港区浜松町 

２丁目11番３号 
1,454 2.45 

10 東京海上日動火災保険株式会社 
東京都千代田区丸の内 

１丁目２番１号 
1,439 2.42 

計   23,450 39.43 

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

報告義務発生日  

グローブフレックス・キャピタル・エル・ピー 4,937 8.30 平成18年11月28日 

グローブフレックス・キャピタル・エル・ピー 4,249 7.14 平成19年４月26日 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注）１ 「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ4,500株（議決権45個）および17株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。 

自己株式         98株 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   2,570,300
― 

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   56,806,000 568,060 同上 

単元未満株式 普通株式       99,984 ― 同上 

発行済株式総数 59,476,284 ― ― 

総株主の議決権 ― 568,060 ― 

  平成19年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ケーヨー 

千葉市若葉区みつわ台 

１丁目28番１号 
2,570,300 ― 2,570,300 4.32 

計 ― 2,570,300 ― 2,570,300 4.32 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

旧商法第210条第１項の規定に基づく定時株主総会決議による普通株式の取得および会社法第165条第３項の規定

により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得および旧商法第221条

第６項に基づく単元未満株式の買取請求による取得ならびに会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成17年５月26日）での決議状況 

（取得期間 平成17年５月26日～平成18年５月25日） 
1,000,000 500,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 679,000 499,744,000 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

残存授権株式の総数および価額の総額 321,000 256,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 32.1 0.1 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 32.1 0.1 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年２月６日）での決議状況 

（取得期間 平成19年２月13日～平成19年２月13日） 
130,000 100,620,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 130,000 100,620,000 

残存決議株式の総数および価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） ― ― 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 6,056 5,368,232 

当期間における取得自己株式 849 704,951 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主の方への利益配分につきましては、安定的かつ継続して実施すると同時に、今後の事業展開に必要

な内部留保を勘案しつつ決定することを基本方針としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当をおこなうことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

  当期の配分はこの方針に従いまして、中間配当として１株当たり６円25銭を実施しており、期末配当1株当たり

６円25銭と合わせまして12円50銭としております。 

 内部留保資金につきましては、今後の新規出店等の設備投資に充当し、事業の拡大、発展に努めてまいります。

 当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当ができる。」旨を定款に定めており

ます。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 2,570,398 ― 2,571,247 ― 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年10月10日 

取締役会決議 
356 6.25 

平成19年５月24日 

定時株主総会決議 
355 6.25 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

高（円） 910 649 609 871 1,162 

低（円） 565 375 388 396 633 

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

高（円） 950 873 897 779 762 855 

低（円） 761 701 690 700 712 739 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  林 武夫 昭和19年２月１日生 

昭和45年２月 当社入社 

（注)２ 102 

平成元年５月 当社取締役 

平成４年12月 当社常務取締役 

平成５年３月 当社営業担当 

平成７年３月 当社開発統括部長 

平成９年３月 当社代表取締役専務開発担当 

平成10年１月 当社代表取締役社長（現任） 

  ＜他の会社の代表状況＞ 

本久ケーヨー㈱代表取締役 

代表取締役 

副社長 

財務本部担

当兼システ

ム部担当  

儘田 公明 昭和17年11月16日生 

昭和62年８月 当社入社 

（注)２ 69 

平成４年５月 当社取締役 

平成７年３月 当社経営計画部長 

平成８年５月 当社常務取締役 

平成９年３月 当社管理担当兼経営計画部長 

平成10年１月 当社専務取締役 

平成10年３月 当社サービス担当 

平成11年５月 当社取締役副社長 

平成11年８月 当社経営企画・財務担当 

平成14年１月 当社営業担当 

平成14年５月 当社代表取締役副社長（現任） 

平成19年１月 当社財務本部担当兼システム部担

当（現任）  

  ＜他の会社の代表状況＞ 

ニック産業㈱代表取締役 

㈱カーライフケーヨー代表取締役 

専務取締役 

開発本部担

当兼人事本

部担当 

筑紫 郁夫 昭和21年４月21日生 

昭和55年９月 当社入社 

（注)２ 65 

平成４年５月 当社取締役 

平成７年３月 当社第２店舗運営統括部長 

平成７年５月 当社常務取締役 

平成９年３月 当社店舗担当 

平成10年３月 当社店舗運営本部長 

平成11年２月 当社サービス担当兼人事部長 

平成14年１月 当社専務取締役（現任） 

平成15年９月 当社営業担当兼商品本部長 

平成16年８月 当社営業担当 

平成17年８月 当社サービス担当兼人事本部長 

平成19年１月 当社開発本部担当兼人事本部担当

（現任）  

常務取締役 

営業担当兼

店舗運営本

部長 

大胡 敏夫 昭和31年２月13日生 

昭和53年３月 当社入社 

（注)２ 39 

平成15年１月 当社第二商品統括部長 

平成15年５月 当社取締役 

平成16年８月 当社営業企画室長 

平成18年２月 当社店舗運営本部長（現任） 

平成18年３月 当社執行役員 

平成18年５月 当社常務取締役（現任）  

平成18年８月 当社営業担当（現任） 

常務取締役  商品本部長  醍醐 茂夫   昭和33年４月20日生 

昭和57年４月 当社入社  

（注)３ 10 

平成16年１月 当社商品４部長  

平成18年３月 当社執行役員  

平成18年６月 当社商品本部長（現任） 

平成19年１月 当社常務執行役員 

平成19年５月 当社常務取締役（現任）  

 



 （注）１ 監査役の牧正廣、柿沼幸雄、鈴木功三の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２ 平成18年５月25日開催の株主総会の終結の時から２年間 

    ３ 平成19年５月24日開催の株主総会の終結の時から１年間 

    ４ 平成17年５月26日開催の株主総会の終結の時から４年間 

    ５ 平成19年５月24日開催の株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   星名 光男 昭和17年10月13日生 

平成６年５月 イオン㈱（旧社名ジャスコ㈱）取

締役 

（注)２ 5 

平成８年４月 同社常務取締役 

平成10年３月 同社事業推進担当 

平成12年５月 同社専務取締役 

平成12年５月 当社監査役 

平成15年５月 当社取締役（現任） 

平成15年５月 イオン㈱専務執行役 

平成16年５月 同社常任顧問（現任） 

取締役 
コントロー

ラー 
濱本 欽嗣 昭和28年４月24日生 

昭和61年11月 当社入社 

（注)２ 46 

平成10年５月 当社取締役 

平成14年１月 当社常務取締役 

平成14年１月 当社社長室長兼経営戦略部長 

平成15年９月 当社兼人事部長 

平成16年６月 当社人事本部長 

平成17年８月 当社開発本部長 

平成19年１月 当社取締役（現任）  

平成19年１月 当社コントローラー（現任） 

取締役 
営業企画室

長 
小林 健 昭和26年11月26日生 

昭和50年３月 当社入社 

（注)２ 17 

平成14年８月 当社店舗運営本部長 

平成15年５月 当社取締役（現任） 

平成18年２月 当社営業企画室長（現任） 

平成18年３月 当社執行役員（現任） 

取締役 
社長室長兼

広報部長 
川井 信夫 昭和26年10月26日生 

昭和51年４月 ㈱千葉銀行入行 

（注)２ 31 

平成17年６月 同行執行役員浦安支店長 

平成17年12月 当社顧問 

平成18年３月 当社執行役員社長室長（現任） 

平成18年５月 当社取締役（現任） 

平成18年10月 当社経営企画部長 

平成18年10月 当社広報部長（現任） 

監査役 

（常勤） 
  牧 正廣 昭和23年11月11日生 

昭和46年４月 ㈱千葉銀行入行 

（注)５ 3 

平成12年６月 同行取締役監査部長 

平成13年６月 ちばぎんビジネスサービス㈱代表

取締役社長 

平成18年４月 当社仮監査役（常勤） 

平成18年５月 当社監査役（常勤）（現任） 

 監査役   牟田口 宏信  昭和22年２月27日生 

昭和40年４月 ㈱三菱東京UFJ銀行<旧㈱東京三菱

銀行>入行 

（注)５ 22 

平成８年１月 同行茅ヶ崎支店長  

平成10年４月 当社出向 開発企画部長  

平成11年８月 当社総務部長  

平成19年３月 当社顧問  

平成19年５月 当社監査役（現任）  

監査役   柿沼 幸雄 昭和18年４月16日生 

平成５年５月 ㈱三菱銀行クアラルンプール駐在

員事務所長 

（注)４ ― 平成８年７月 バンク・オブ・ハワイ東京支店長 

平成13年10月 同社日本代表 

平成17年５月 当社監査役（現任） 

 監査役    鈴木 功三 昭和16年７月11日生 

昭和40年４月 常陽銀行入行  

（注)５  ― 
平成10年６月 同行監査役  

平成16年６月 常陽施設管理㈱代表取締役社長 

平成19年５月 当社監査役（現任） 

計 416 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、従前より「活動方針」「企業カルチャー」を通じて、法律を遵守し、公私の区別を明確にし、公正な取

引をおこなうことを基本とし、お客様、株主様、地域社会の皆様をはじめ社会から信頼されることを最重要事項と

位置づけております。また、適時・適切に企業情報を開示するほか、決算説明会の開催や随時アナリスト取材に応

じるなど、経営の透明性・公正性と健全性の向上を図っております。 

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

①  当社は、従来型の取締役、監査役制度を採用し、迅速な経営判断ならびに業務執行を次のとおりおこなってお

ります。 

 取締役会は、取締役９名で構成しております（有価証券報告書提出日現在）。 

 取締役会では、法令および定款の定めるところに従って、経営に関する重要事項の審議・決定、監査役からの

意見の聴取をおこなう機関として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に召集し、重要事項の審議・決定を

おこなっております。 

 各部門の業務執行に関する重要事項を協議するため、社長、役付取締役、常勤監査役および経営企画部長なら

びに議題に応じて構成されたメンバーを招集のうえ、経営会議を毎週開催し、意思決定の迅速化と業務執行の効

率化に努め、取締役会に反映させております。 

 また、平成18年３月１日から導入した執行役員制度により、さらに経営の効率化、意思決定の迅速化を図って

まいります。 

 監査役会は、監査役４名で構成し、うち、３名が社外監査役であります。 

②  当社における業務執行・経営監視の仕組み、内部統制の仕組みの模式図は、次のとおりです。 

③  当社の内部統制システムの整備状況は次のとおりであり、平成18年５月25日の取締役会において内部統制シス

テム構築に係る基本方針として決定いたしました。 

・取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 コンプライアンスの実効性をあげるため、必要に応じて社内規程、マニュアル等を制定および改定し、規範や

行動基準を明確にしたうえで、その推進を図る。また、職務の執行状況を把握し、適法性を確保するために監

査部を設置し、内部監査を実施する。 

・取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

  取締役の職務執行に関する情報を取締役会議事録および稟議書等で記録し、会社規程の定めに従い、その取扱

いをおこなう。 

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  危機管理規程に基づき取扱い、さらに必要に応じマニュアルの作成、運用、改定ならびに研修をおこなう。 

なお、全社的なリスク管理は総務部が統括し、各部門の担当業務に係るリスク管理は当該部門がおこなう。 

・取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制 

  当社およびグループ会社の経営等に関する重要事項については、法令および定款の定めるところに従って、毎

月１回の定例取締役会ならびに必要に応じた臨時取締役会を開催し、必要かつ適正な協議・審議をおこない、

慎重に決定する。さらに、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るため、原則的に毎週１回、経営会議と

経営連絡会を開催する。 



・当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  毎月子会社各社から営業内容の定期的な報告と重要事項の事前協議を実施する。また、当社の監査部が必要に

応じて子会社全体の内部監査を実施する。 

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

  現在、監査役の職務を補助すべき使用人を置いていないが、必要に応じて、監査役業務補助のための監査役ス

タッフを置くことができる。 

・前記の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

  監査役スタッフの人事については、監査役と取締役が意見交換をおこない決定する。 

・取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

  取締役は、会社に重大な影響を及ぼす恐れがある事実を発見した場合は、直ちに監査役に報告する。また、取

締役、執行役員、担当社員は監査役会の要求に応じて監査役会に出席し、必要な資料を添えて報告する。 

・その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

  監査役は、当社の会計監査人である千葉第一監査法人から会計監査内容について説明を受けるとともに、必要

に応じて弁護士、会計士等から助言を受けることができる。 

このほか、ディスクローズについても四半期業績開示をはじめとした適時開示体制の充実と開かれた広報活動に

取り組んでおります。 

④  当社の内部監査および監査役監査の状況 

    監査役は、取締役会をはじめ主要な会議に出席し、必要に応じて意見陳述をおこなっているほか、会計監査人

ならびに取締役からの報告を受けるなど取締役の業務執行について厳正な監査をおこなっております。 

    また、内部に社長直轄の監査部（２名）を設置し、定期的に各部の業務執行状況、規定・ルールの遵守状況の

牽制をおこなうとともに、リスク管理体制ならびにコンプライアンス体制の充実に努めております。 

 なお、監査役は監査部および会計監査人と連携し、適時意見交換等をおこない、監査の実効性を高めることと

しております。 

⑤  会計監査の状況 

    当社の会計監査業務は千葉第一監査法人であり、業務を執行した公認会計士は菅谷眞人（継続監査年数26

年）、本橋雄一の２名です。なお、監査業務に係わる補助者は、公認会計士６名、その他１名です。 

⑥  当社と社外監査役との関係 

  該当事項はありません。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

  リスク管理体制ならびにコンプライアンス体制の充実を図るため、監査部と総務部が中心となり、各部門長なら

びに業務担当者と連携をとりながら、組織横断的な業務等の監視管理に努めております。 

(4) 役員報酬の内容 

①  取締役および監査役に支払った報酬 

②  当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

(5）監査報酬の内容 

 （6）取締役の定数 

     当社の取締役は30名以内とする旨定款に定めております。 

 （7）取締役の選任の決議要件 

     当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨定款に定めております。 

取締役 10名 224百万円 （当社には社外取締役はおりません。）

監査役 ４名 22百万円 （うち社外監査役 ３名 17百万円）

取締役 ４名 327百万円

監査役 １名 ３百万円

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。  



 （8）取締役会で決議できる株主総会決議事項 

     当社は、会社法165条第２項の規定により、取締役会決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に

定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策をおこなうためであります。 

  （9）株主総会の特別決議要件 

     当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営をおこなうこと

を目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の連結財務諸表ならびに前事業年度（平成

17年３月１日から平成18年２月28日まで）及び当事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財務諸

表について、千葉第一監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  7,326 7,533 

２ 受取手形及び売掛金  605 633 

３ たな卸資産  32,386 32,082 

４ 繰延税金資産  431 1,706 

５ その他  3,675 3,562 

６ 貸倒引当金  △2 △1 

流動資産合計  44,422 38.4 45,516 40.3

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１ 建物及び構築物 ※３ 33,124 32,933   

減価償却累計額  △19,961 13,163 △20,384 12,549 

２ 土地 ※３ 12,721 12,599 

３ その他  3,860 3,503   

減価償却累計額  △3,408 452 △3,099 404 

有形固定資産合計  26,336 22.7 25,553 22.6

(2）無形固定資産    

１ ソフトウェア  438 252 

２ その他  559 558 

無形固定資産合計  997 0.9 811 0.7

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券 ※１ 18,272 16,766 

２ 長期貸付金  458 424 

３ 差入保証金  22,163 21,058 

４ その他  3,665 3,373 

５ 貸倒引当金  △528 △542 

投資その他の資産合計  44,030 38.0 41,080 36.4

固定資産合計  71,364 61.6 67,445 59.7

資産合計  115,787 100.0 112,961 100.0 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※３ 16,187 17,046 

２ 短期借入金 ※３ 6,966 8,580 

３ 一年以内返済予定の長
期借入金 

※３ 5,465 16,203 

４ 一年以内償還予定の社
債 

 7,000 ― 

５ 未払法人税等  340 224 

６ その他  4,166 4,198 

流動負債合計  40,126 34.7 46,252 41.0

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※３ 35,590 25,387 

２ 繰延税金負債  1,075 1,673 

３ 退職給付引当金  2,209 2,037 

４ 役員退職慰労引当金  563 265 

５ 連結調整勘定  535 241 

６ その他  2,971 2,637 

固定負債合計  42,946 37.0 32,243 28.5

負債合計  83,072 71.7 78,496 69.5

（少数株主持分）    

少数株主持分  206 0.2 ― 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  14,948 12.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  15,136 13.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  △3,232 △2.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 7,071 6.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △1,414 △1.2 ― ―

資本合計  32,508 28.1 ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 115,787 100.0 ― ― 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― ― 14,948 13.2

２ 資本剰余金  ― ― 12,095 10.7

３ 利益剰余金  ― ― 2,503 2.2

４ 自己株式  ― ― △1,520 △1.3

株主資本合計  ― ― 28,026 24.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 ― ― 6,175 5.5

２ 繰延ヘッジ損益  ― ― 12 0.0

評価・換算差額等合計  ― ― 6,188 5.5

Ⅲ 少数株主持分  ― ― 250 0.2

純資産合計  ― ― 34,465 30.5

負債純資産合計  ― ― 112,961 100.0

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  198,372 100.0 195,904 100.0 

Ⅱ 売上原価  145,634 73.4 143,252 73.1

売上総利益  52,738 26.6 52,652 26.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  5,079 4,794   

２ 給料手当  15,993 15,539   

３ 退職給付費用  761 645   

４ 不動産賃借料  14,126 13,740   

５ 減価償却費  1,642 1,349   

６ その他  13,487 51,091 25.8 13,155 49,224 25.1

営業利益  1,646 0.8 3,427 1.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  351 327   

２ 受取配当金  96 117   

３ 受取手数料  289 299   

４ 債務受入益  124 78   

５ 転貸不動産賃貸料  1,206 1,392   

６ 持分法による投資利益  19 20   

７ 連結調整勘定償却額  293 293   

８ その他  410 2,792 1.4 400 2,929 1.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  715 754   

２ 転貸不動産賃借料  1,162 1,223   

３ その他  72 1,951 0.9 45 2,023 1.1

経常利益  2,488 1.3 4,333 2.2

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 97 47   

２ 投資有価証券売却益  3 3   

３ 貸倒引当金戻入益  1 4   

４ その他  ― 102 0.0 6 62 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※２ 23 3   

２ 固定資産除却損 ※３ 136 201   

３ 店舗撤退等に伴う損失  619 90   

４ 貸倒引当金繰入額  5 42   

５ 減損損失 ※４ 16,848 457   

６ その他  283 17,917 9.0 108 904 0.5

税金等調整前当期純利
益又は当期純損失(△） 

 △15,326 △7.7 3,491 1.7

法人税、住民税及び事
業税 

 151 123   

法人税等調整額  △1,816 △1,665 △0.8 △84 39 0.0

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

 △417 △0.2 43 0.0

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 △13,244 △6.7 3,408 1.7

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,136 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 15,136 

  

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,011 

Ⅱ 利益剰余金減少高 

配当金 ― 

当期純損失 13,244 13,244 

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △3,232 

  



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  （注）  平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 14,948 15,136 △3,232 △1,414 25,437

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △356   △356

剰余金の配当    △356   △356

当期純利益   3,408   3,408

資本剰余金から利益剰余金への
振替額（注） 

  △2,328 2,328   ―

自己株式の取得   △105 △105

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

― △3,041 5,736 △105 2,589

平成19年２月28日残高（百万円） 14,948 12,095 2,503 △1,520 28,026

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等
合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 7,071 ― 7,071 206 32,714

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）     △356

剰余金の配当      △356

当期純利益     3,408

資本剰余金から利益剰余金への
振替額（注） 

    ―

自己株式の取得     △105

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△895 12 △882 43 △838

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△895 12 △882 43 1,750

平成19年２月28日残高（百万円） 6,175 12 6,188 250 34,465



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 税金等調整前当期純利益
又は当期純損失（△） 

  △15,326 3,491

２ 減価償却費及びその他の
償却費 

  1,771 1,439

３ 貸倒引当金の増加額又は
減少（△）額 

  △30 12

４ 退職給付引当金の減少額   △61 △172

５ 役員退職慰労引当金の増
加額又は減少（△）額 

  243 △298

６ 受取利息及び受取配当金   △448 △444

７ 支払利息   715 754

８ 持分法による投資利益   △19 △20

９ 固定資産売却益   △97 △47

10 固定資産売却損   23 3

11 減損損失    16,848 457

12 固定資産除却損   37 64

13 投資有価証券売却益   △3 △3

14 店舗撤退等に伴う損失   619 90

15 売上債権の増加額   △45 △28

16 たな卸資産の増加（△）
額又は減少額 

  △903 304

17 仕入債務の増加額   865 938

18 その他   17 △1,164

小計   4,206 5,378

19 利息及び配当金の受取額   442 446

20 利息の支払額   △700 △731

21 法人税等の支払額   △180 △143

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  3,768 4,949

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得によ
る支出 

  △2,798 △874

２ 有形固定資産の売却によ
る収入 

  200 97

３ 投資有価証券の売却によ
る収入 

  8 9

４ 貸付金の回収による収入   66 34

５ 敷金・保証金の差入によ
る支出 

  △593 △378

６ 敷金・保証金の返還によ
る収入 

  1,538 2,077

７ その他   △308 △36

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,886 927

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額   △19 1,614

２ 長期借入れによる収入   4,400 6,000

３ 長期借入金の返済による
支出 

  △4,420 △5,465

４ 社債の償還による支出   ― △7,000

５ 配当金の支払額   ― △713

６ 自己株式の取得による支
出 

  △502 △105

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △542 △5,670

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額 

  1,339 207

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  5,986 7,326

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※１ 7,326 7,533



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
 （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数        ５社 

ニック産業㈱ 

本久ケーヨー㈱ 

㈱カーライフケーヨー 

㈱デイツーリフォーム 

㈱穂高ショッピングセンター 

 前連結会計年度において連結子会社でありました

㈱ケーヨーカーサービス及び㈱エナジーケーヨーに

つきましては平成17年12月20日に清算結了いたしま

したので、清算結了までの損益計算書及びキャッシ

ュ・フロー計算書のみを連結しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数         ５社 

ニック産業㈱ 

本久ケーヨー㈱ 

㈱カーライフケーヨー 

㈱デイツーリフォーム 

㈱穂高ショッピングセンター 

  

(2）非連結子会社の数  １社 

㈲田中ホームセンター 

(2）非連結子会社の数  

該当なし 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社１社は小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。 

 なお、丸栄商業開発㈱は平成17年７月29日をもっ

て清算結了しております。 

なお、前連結会計年度まで非連結子会社でありま

した㈲田中ホームセンターは平成18年８月30日を

もって清算結了しております。 

  

  

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の非連結子会社の数 該当なし 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の非連結子会社の数 該当なし 

持分法適用の関連会社の数   １社 

茂原商業開発㈱ 

 持分法を適用していない非連結子会社１社及び関

連会社１社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため持分

法の適用から除外しております。 

持分法適用の関連会社の数   １社 

茂原商業開発㈱ 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

 該当なし 

 なお、前連結会計年度まで持分法を適用しない非

連結子会社でありました㈲田中ホームセンターは、

清算結了しております。 

 また、前連結会計年度まで持分法を適用しない関

連会社でありました㈱梓川ショッピングセンター

は、保有株式の全部を第三者に売却しております。 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

ⅰ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

  決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの 総平均法による原価法 時価のないもの 同左 

ⅱ たな卸資産 

主として売価還元法による原価法 

ⅱ たな卸資産 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
 （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ⅰ 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得の建物

（建物附属設備を除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ⅰ 有形固定資産 

同左 

ⅱ 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

ⅱ 無形固定資産 

同左 

（3）重要な繰延資産の処理方法  

 ⅰ 社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき、３年間で毎期

均等額を償却する方法によっております。  

  

――――――  

  

(4）重要な引当金の計上基準 

ⅰ 貸倒引当金 

 金銭債権の取立不能に備えるため、一般債権

につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につきましては個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

ⅰ 貸倒引当金 

同左 

ⅱ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

15年）による定額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 

ⅱ 退職給付引当金 

同左 

ⅲ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、取締

役退任慰労金規程ならびに監査役退任慰労金規

程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 なお、株式会社ケーヨーは平成18年５月25日

開催の定時株主総会において、本総会終結の時

をもって役員退職金制度を廃止し、本総会にお

いて再選された各取締役及び在任中の各監査役

に対し、本総会終結の時までの在任期間に対応

した役員退職慰労金の打ち切り支給を決議いた

しました。また、再選された役員に対する役員

退職慰労金は、それぞれの退任時に支給するこ

とといたします。 

ⅲ 役員退職慰労引当金 

 株式会社ケーヨーは、平成18年５月25日開催

の定時株主総会において、役員退職金制度を廃

止し、役員退職慰労金の打ち切り支給を決議し

たため、廃止時点までの在任期間に応じて計算

した金額を役員退職慰労引当金として計上して

おります。 

 なお、役員退職慰労金は、各役員の退任時に

支給し、引当金を取崩すこととしております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
 （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引につ

いては振当処理、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については特例処理を採用してお

ります。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

金銭債務 

 ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 ヘッジ対象に係る将来の為替相場変動による

リスク及び将来の金利変動によるリスクを回避

する目的で、為替予約取引及び金利スワップ取

引を利用しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については、振当処理を行なっ

ているため、また、金利スワップ取引について

は特例処理の要件を満たしているため、有効性

の判定を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については、５年間の均等償却を行

なっております。ただし、金額の僅少なものについ

ては発生年度に一括で償却しております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は連結会計年度中において確定

した損失処理に基づいて作成しております。 

────── 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払い預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日又は償還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資からなってお

ります。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これにより従来と比較して、営業利益が1,297百万円、

経常利益は1,350百万円、税金等調整前当期純損失は

15,494百万円それぞれ増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各当該資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

────── 

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準）  

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益は39百万円減少しておりま

す。 

 なお、当該役員賞与は、年間の業績に基づいて支給がな

され、当該支給の方針が当下期に決定しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は34,202百

万円であります。 

 また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割を販売費及び一般管理費に212百万円計上しておりま

す。この結果、営業利益、経常利益が212百万円減少し、

税金等調整前当期純損失が212百万円増加しております。 

────── 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社の株式    9百万円 ※１         ―――――― 

 ２ 偶発債務 

 下記のとおり連結子会社以外の会社の銀行借入に

対し、債務保証を行なっています。 

 ２ 偶発債務 

 下記のとおり連結子会社以外の会社の銀行借入に

対し、債務保証を行なっています。 

関係会社  

  茂原商業開発㈱ 1,291百万円

その他  

  旭スプリング工業㈱ 200百万円

  合計 1,491百万円

関係会社  

  茂原商業開発㈱ 1,179百万円

その他  

  旭スプリング工業㈱ 200百万円

  合計 1,379百万円

※３ 担保に供している資産 ※３ 担保に供している資産 

建物及び構築物 62百万円

土地 719百万円

合計 782百万円

（上記に対応する債務）  

長期借入金（１年以内返済予定分を含む） 

  147百万円

支払手形及び買掛金 166百万円

建物及び構築物 65百万円

土地 719百万円

合計 785百万円

（上記に対応する債務）  

短期借入金 100百万円

支払手形及び買掛金 155百万円

※４ 自己株式の保有数 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

※４        ―――――― 

  

普通株式 2,434,342株    

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 86百万円

建物及び構築物 10百万円

有形固定資産その他 0百万円

 合計 97百万円

土地 25百万円

建物及び構築物 15百万円

有形固定資産その他 7百万円

  合計 47百万円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 22百万円

有形固定資産その他 0百万円

  合計  23百万円

建物及び構築物 3百万円

有形固定資産その他 0百万円

  合計  3百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 28百万円

有形固定資産その他 8百万円

無形固定資産 0百万円

その他 99百万円

  合計 136百万円

建物及び構築物 94百万円

有形固定資産その他 10百万円

無形固定資産 0百万円

その他 95百万円

 合計  201百万円

 



前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

※４ 減損損失 

 当社グループは当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

※４ 減損損失 

 当社グループは当連結会計年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

  （百万円）

用途 種類 場所 金額 

店舗 
土地及び
建物等 

長野県 13店舗 

14,658 

千葉県 12店舗 

埼玉県 7店舗 

愛知県 6店舗 

その他 46店舗 

その他の
施設等 

土地及び
建物等 

千葉県他 26件 2,190 

合計 16,848 

  （百万円）

用途 種類 場所 金額 

店舗 
土地及び
建物等 

千葉県 7店舗 

390愛知県 4店舗 

その他 16店舗 

その他の
施設等 

土地及び
建物等 

千葉県他 4件 67

合計 457

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

小の単位として、各店舗及び賃貸物件をグルーピ

ングしており、遊休資産についても、当該資産単独

で資産のグルーピングをしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな

る資産グループと地価の下落が著しい資産グループ

について減損を認識し、回収可能価額が帳簿価額を

下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（16,848百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す

小の単位として、各店舗及び賃貸物件をグルーピ

ングしており、遊休資産についても、当該資産単独

で資産のグルーピングをしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな

る資産グループと地価の下落が著しい資産グループ

について減損を認識し、回収可能価額が帳簿価額を

下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（457百万円）として特

別損失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

  （百万円）

  店舗 その他の施設等 合計 

建物及び構築物 10,432 581 11,014 

土地 1,144 1,530 2,675 

その他 3,081 78 3,159 

合計 14,658 2,190 16,848 

  （百万円）

店舗 その他の施設等 合計 

建物及び構築物 179 26 205

土地 32 41 74

その他 178 ― 178

合計 390 67 457

 なお、当資産グループの回収可能価額が正味売却

価額の場合には、不動産鑑定士による不動産鑑定評

価基準に基づき評価しております。また、回収可能

価額が使用価値の場合には、将来キャッシュ・フロ

ーを4.61～5.19％で割引いて算定しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額が正味売却

価額の場合には、不動産鑑定士による不動産鑑定評

価基準に基づき評価しております。また、回収可能

価額が使用価値の場合には、将来キャッシュ・フロ

ーを5.06～5.38％で割引いて算定しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式に関する事項 

２.自己株式に関する事項  

(変動の主な事由） 

会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく取得130,000株、単元未満株式の買取りによる増加6,056株であり

ます。 

  

      ３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

 普通株式 59,476,284 ― ― 59,476,284 

 株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

 普通株式 2,434,342 136,056 ― 2,570,398 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資  
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 356 資本剰余金 6.25 平成18年２月28日 平成18年５月26日

平成18年10月10日 

取締役会 
普通株式 356 資本剰余金 6.25 平成18年８月31日 平成18年11月6日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 

定時株主総会 
普通株式 355  利益剰余金 6.25 平成19年２月28日 平成19年５月25日

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係 

現金及び預金勘定 7,326百万円

現金及び現金同等物 7,326百万円

現金及び預金勘定 7,533百万円

現金及び現金同等物 7,533百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
その他有形固定資産 

（百万円） 

取得価額相当額 4,419 

減価償却累計額相当額 2,160 

減損損失累計額相当額 1,253 

期末残高相当額 1,005 

その他有形固定資産 
（百万円） 

取得価額相当額 4,422

減価償却累計額相当額 2,484

減損損失累計額相当額 1,706

期末残高相当額 231

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 818百万円 

１年超 1,473百万円 

合計 2,292百万円 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 801百万円 

１年超 1,166百万円 

合計 1,968百万円 

リース資産減損勘定期末残高 1,253百万円 リース資産減損勘定期末残高 942百万円 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 940百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 357百万円 

減価償却費相当額 903百万円 

支払利息相当額 37百万円 

減損損失 1,611百万円 

支払リース料 886百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 441百万円 

減価償却費相当額 851百万円 

支払利息相当額 33百万円 

減損損失 123百万円 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定  

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

・利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  
前連結会計年度 

（平成18年２月28日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年２月28日現在） 

区分 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表
計上額 

（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
            

① 株式 6,375 18,201 11,825 6,375 16,704 10,328 

② 債券 ─ ─ ─ ― ― ― 

③ その他 ─ ─ ─ ― ― ― 

小計 6,375 18,201 11,825 6,375 16,704 10,328 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
            

① 株式 3 2 △0 3 2 △0 

② 債券 ─ ─ ─ ― ― ― 

③ その他 ─ ─ ─ ― ― ― 

小計 3 2 △0 3 2 △0 

合計 6,378 18,203 11,824 6,378 16,706 10,327 

区分 
前連結会計年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

売却額（百万円） 8 0 

売却益の合計額（百万円） 3 0 

売却損の合計額（百万円） ― ― 

区分 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券     

非上場株式 60 60 

小計 60 60 

(2）子会社株式及び関連会社株式     

① 子会社株式 3 ― 

② 関連会社株式 6 ― 

小計 9 ― 

合計 69 60 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 

 ヘッジ会計の対象となるため、開示の対象からは除いております。 

当連結会計年度 

 ヘッジ会計の対象となるため、開示の対象からは除いております。 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
 （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約

取引及び金利スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針と利用目的 

 当社は、輸入取引に係る為替リスク回避を目的に為

替予約取引を利用しており、金利関係のデリバティブ

取引は借入金に係る固定金利の支払いを軽減するため

に利用することとしております。いずれも投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高い取引は行なわない方針

であります。 

(2）取引に対する取組方針と利用目的 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 通貨関連における為替予約取引には、為替相場の変

動によるリスクを有しております。また、金利関連の

デリバティブ取引においては市場金利の変動によるリ

スクを有しております。当社のデリバティブ取引の契

約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスク

は、ほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 当社は、デリバティブ取引に関する社内決済基準に

従ってデリバティブ取引を行なっております。デリバ

ティブの主管部署は財務本部ですが、取引の執行と事

務管理の各機能については独立性を確保できるよう人

員を配置しております。また、取引執行後遅滞なく担

当役員に報告されます。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
  （自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
   至 平成19年２月28日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は確定給付型の適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けております。また、当社

はこの他に複数事業主制度による企業年金に加盟して

おります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は確定給付型の適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けております。また、当社

はこの他に複数事業主制度による企業年金に加盟して

おります。 

 なお、当社は、労使合意に基づき、平成19年4月1日

付けで適格退職年金制度より、確定給付退職年金制度

へ移行しました。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 △5,666百万円

② 年金資産 3,869百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △1,796百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △412百万円

⑤ 未認識過去勤務債務 ―百万円

⑥ 連結貸借対照表計上額純額 

(③＋④＋⑤) 
△2,209百万円

⑦ 前払年金費用 ―百万円

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △2,209百万円

① 退職給付債務 △5,437百万円

② 年金資産 4,293百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △1,143百万円

④ 未認識数理計算上の差異 △893百万円

⑤ 未認識過去勤務債務 ―百万円

⑥ 連結貸借対照表計上額純額 

(③＋④＋⑤) 
△2,037百万円

⑦ 前払年金費用 ―百万円

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △2,037百万円

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。 

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

① 勤務費用 455百万円

② 利息費用 98百万円

③ 期待運用収益 △74百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 16百万円

⑤ 臨時に支払った退職金等 22百万円

⑥ 複数事業主制度による 

企業年金掛金等 
242百万円

⑦ 退職給付費用 761百万円

① 勤務費用 402百万円

② 利息費用 98百万円

③ 期待運用収益 △91百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △22百万円

⑤ 臨時に支払った退職金等 56百万円

⑥ 複数事業主制度による 

企業年金掛金等 
239百万円

⑦ 退職給付費用 684百万円

（注）簡便法採用の連結子会社の退職給付費用は「①勤

務費用」に計上しております。 

（注）（1）簡便法採用の連結子会社の退職給付費用は

「①勤務費用」に計上しております。 

 （2）「⑤臨時に支払った退職金等」のうち、39百

万円は特別損失に計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 割引率 2.0％

② 期待運用収益率 主として2.5％

③ 退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数 

発生翌年度より

主として15年の

定額法 

① 割引率 2.0％

② 期待運用収益率 主として2.5％

③ 退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数 

発生翌年度より

主として15年の

定額法 

５ 複数事業主制度にかかる年金資産の当社及び連結子

会社分（掛金拠出割合による） 

7,532百万円 

５ 複数事業主制度にかかる年金資産の当社及び連結子

会社分（掛金拠出割合による） 

7,918百万円 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成19年２月28日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 320百万円

未払事業所税 42百万円

未払社会保険料 30百万円

土地売買に係る未実現利益 90百万円

投資有価証券評価損 458百万円

貸倒引当金 34百万円

投資損失引当金 120百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 842百万円

減損損失 5,075百万円

繰越欠損金 2,611百万円

その他 785百万円

繰延税金資産小計 10,412百万円

評価性引当額 △5,972百万円

繰延税金資産計 4,439百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 139百万円

その他有価証券評価差額金 4,753百万円

その他 191百万円

繰延税金負債計 5,083百万円

繰延税金負債の純額 644百万円

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 347百万円

未払事業所税 39百万円

未払社会保険料 40百万円

土地売買に係る未実現利益 206百万円

投資有価証券評価損 458百万円

貸倒引当金 36百万円

投資損失引当金 208百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 797百万円

減損損失 4,461百万円

繰越欠損金 2,113百万円

その他 614百万円

繰延税金資産小計 9,325百万円

評価性引当額 △4,768百万円

繰延税金資産計 4,557百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 129百万円

その他有価証券評価差額金 4,151百万円

その他 243百万円

繰延税金負債計 4,524百万円

繰延税金資産の純額 32百万円

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 

流動資産－繰延税金資産 431百万円

固定資産－繰延税金資産 ─ 

流動負債－繰延税金負債 ─ 

固定負債－繰延税金負債 1,075百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因 

 当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失が計上

されているため記載しておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因 

法定実効税率 

（調整） 
  40.2％

交際費等永久に損金に 

されない項目 
  0.6％

受取配当等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.4％

住民税均等割   3.5％

評価性引当額   △43.1％

その他   0.3％

 税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
  1.1％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「ホームセンター

事業」の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 同上 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 すべて国内における売上高であるため、所在地別の売上高及び営業利益についての記載はおこなっておりま

せん。 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 同上 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 海外売上高がないため、海外売上高の記載をおこなっておりません。 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 同上 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

子会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 不動産の賃借取引条件については、近隣の相場を参考にして、賃貸借契約を締結しております。 

② 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

子会社等 

㈱梓川ショッピングセンターは平成18年３月に保有株式をすべて売却いたしました。 

従って、上記には関連当事者に該当していた期間の取引金額および期末残高については関連当事者取引でなく

なった時点のものを記載しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内
容 

議決権等
の所有割
合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連会社 

㈱梓川ショ

ッピングセ

ンター 

長野県 

松本市 
20 

ショッピ

ングセン

ターの経

営 

直接 30 なし 
店舗の

賃借 
店舗の賃借 5 

差入 

保証金 
10 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 

（百万円） 
事業の内
容 

議決権等
の所有割
合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連会社 

㈱梓川ショ

ッピングセ

ンター 

長野県 

松本市 
20 

ショッピ

ングセン

ターの経

営 

直接 30 なし 
店舗の

賃借 
店舗の賃借 0 

差入 

保証金 
10 



（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 569円91銭

１株当たり当期純損失 229円74銭

１株当たり純資産額 601円26銭

１株当たり当期純利益 59円76銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 １株当たり当期純損失の算定上の基礎  １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 13,244百万円

普通株式に係る当期純損失 13,244百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。   

普通株式の期中平均株式数 57,648,795株

連結損益計算書上の当期純利益 3,408百万円

普通株式に係る当期純利益 3,408百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 57,033,387株

前連結会計年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当連結会計年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（自己株式の取得について） 

 株式会社ケーヨーは、平成18年５月25日開催の定時株

主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社

法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって

自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めて

おります。 

 ────── 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額 

(2）【その他】 

① 最近の連結会計年度末日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 重要な訴訟事件等 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

㈱ケーヨー 
㈱ケーヨー第１回無担保

社債 

平成15年 

６月23日 
7,000 ― 1.09 無担保 

平成18年 

６月23日 

合計 ─ ─ 7,000 ― ─ ─ ─ 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 6,966 8,580 1.47 ─ 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,465 16,203 1.25 ─ 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 35,590 25,387 1.72 
平成20年３月～ 

平成22年11月 

合計 48,023 50,171 ─ ─ 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

4,041 14,291 7,055 ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  6,802 6,726 

２ 売掛金   386 437 

３ 商品  28,801 28,773 

４ 前払費用  1,084 1,055 

５ 繰延税金資産  431 1,706 

６ 未収入金 ※２ 3,239 3,223 

７ その他  1,007 1,064 

流動資産合計  41,753 37.4 42,987 39.2

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１ 建物  18,141 18,162   

減価償却累計額  △9,151 8,989 △9,415 8,747 

２ 構築物  8,250 8,197   

減価償却累計額  △6,390 1,859 △6,507 1,690 

３ 機械装置  282 273   

減価償却累計額  △236 46 △236 37 

４ 車両運搬具  105 6   

減価償却累計額  △100 4 △5 0 

５ 器具備品  2,823 2,800   

減価償却累計額  △2,523 299 △2,494 306 

６ 土地  12,156 12,079 

７ 建設仮勘定  22 12 

有形固定資産合計  23,379 20.9 22,873 20.8

(2）無形固定資産    

１ 借地権  432 437 

２ ソフトウェア  431 249 

３ 電話加入権  63 62 

無形固定資産合計  927 0.8 750 0.7

 



   
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

(3）投資その他の資産     

１ 投資有価証券  18,263 16,766 

２ 関係会社株式  4,600 4,544 

３ 出資金  0 0 

４ 長期貸付金  429 398 

５ 長期前払費用  223 174 

６ 差入保証金  19,410 18,745 

７ 破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  476 436 

８ 長期前払賃借料  2,378 2,181 

９ その他  362 316 

10 貸倒引当金  △487 △477 

投資その他の資産合計  45,657 40.9 43,086 39.3

固定資産合計  69,964 62.6 66,709 60.8

資産合計  111,717 100.0 109,697 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  84 145 

２ 買掛金  14,006 14,798 

３ 短期借入金  3,962 5,775 

４ １年以内返済予定の長
期借入金 

 5,255 15,978 

５ １年以内償還予定の社
債 

 7,000 ― 

６ 未払金  3,562 3,435 

７ 未払法人税等  317 205 

８ 未払消費税等  326 397 

９ 未払賞与  688 806 

10 未払費用  970 1,003 

11 前受金  97 102 

12 預り金  45 44 

13 その他  0 ― 

流動負債合計  36,318 32.5 42,694 38.9

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  34,803 24,825 

２ 繰延税金負債  1,266 1,864 

３ 退職給付引当金  1,968 1,846 

４ 役員退職慰労引当金  563 265 

５ 投資損失引当金  299 518 

６ リース資産減損勘定  1,290 948 

７ その他  1,071 1,185 

固定負債合計  41,263 36.9 31,455 28.7

負債合計  77,582 69.4 74,149 67.6

     
 



   
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 14,948 13.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  6,715 ― 

２ その他資本剰余金    

資本金及び資本準備金
減少差益 

 8,500 ―   

自己株式処分差益  422 8,922 ― ― 

資本剰余金合計  15,637 14.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  ― ― 

２ 任意積立金    

固定資産圧縮積立金  225 ―   

別途積立金  7,970 8,195 ― ― 

３ 当期未処理損失  10,314 ― 

利益剰余金合計  △2,118 △1.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 7,071 6.3 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △1,402 △1.3 ― ―

資本合計  34,134 30.6 ― ―

負債資本合計  111,717 100.0 ― ― 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年２月28日） 
当事業年度 

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― ― 14,948 13.6

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  ― 6,715   

(2）その他資本剰余金  ― 5,880   

資本剰余金合計  ― ― 12,595 11.5

３ 利益剰余金    

 （1）その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金  ― 195   

繰越利益剰余金  ― 3,128   

利益剰余金合計  ― ― 3,323 3.0

４ 自己株式  ― ― △1,508 △1.4

株主資本合計  ― ― 29,358 26.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 ― ― 6,175 5.6

２ 繰延ヘッジ損益  ― ― 12 0.0

評価・換算差額等合計  ― ― 6,188 5.6

純資産合計  ― ― 35,547 32.4

負債純資産合計  ― ― 109,697 100.0

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 179,633 100.0 170,060 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１ 商品期首たな卸高 27,636 28,801   

２ 当期商品仕入高 134,257 123,174   

合計 161,893 151,976   

３ 商品期末たな卸高 28,801 133,091 74.1 28,773 123,202 72.5

売上総利益 46,541 25.9 46,857 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 広告宣伝費 4,580 4,319   

２ 役員報酬 251 262   

３ 給料手当 13,915 13,602   

４ 賞与 1,532 1,683   

５ 退職給付費用 711 622   

６ 役員退職慰労引当金繰
入額 

11 7   

７ 福利厚生費 1,126 1,172   

８ 水道光熱費 1,613 1,596   

９ 不動産賃借料 12,659 12,400   

10 機器賃借料 810 738   

11 減価償却費 1,451 1,181   

12 その他 6,243 44,909 25.0 5,940 43,526 25.6

営業利益 1,632 0.9 3,331 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   

１ 受取利息 315 296   

２ 受取配当金 105 117   

３ 転貸不動産賃貸料 1,183 1,346   

４ 受取手数料 303 277   

５ 債務受入益 124 78   

６ その他 412 2,445 1.4 380 2,497 1.5

    
 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  590 681   

２ 社債利息  76 24   

３ 社債発行費償却  14 ―   

４ 転貸不動産賃借料  1,062 1,141   

５ その他  54 1,798 1.0 47 1,893 1.1

経常利益  2,279 1.3 3,935 2.3

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 52 31   

２ 投資有価証券売却益  3 3   

３ 貸倒引当金戻入益  1 1   

４ その他  0 58 0.0 0 36 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 14 3   

２ 固定資産除却損 ※４ 110 145   

３ 関係会社株式評価損  ― 49   

４ 貸倒引当金繰入額  5 24   

５ 子会社整理損失  1 ―   

６ 投資損失引当金繰入額  ― 213   

７ 店舗撤退等に伴う損失  510 ―   

８ 減損損失 ※５ 15,483 301   

９ その他  238 16,365 9.1 93 831 0.5

税引前当期純利益又は
当期純損失（△） 

 △14,027 △7.8 3,140 1.8

法人税、住民税及び事
業税 

 132 110   

法人税等調整額  △2,065 △1,933 △1.1 △84 26 0.0

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 △12,094 △6.7 3,113 1.8

前期繰越利益  727 ― 

利益準備金取崩額  1,052 ― 

当期未処理損失  10,314 ― 

     



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
平成18年５月25日 

区分 金額（百万円） 

（当期未処理損失の処理） 

Ⅰ 当期未処理損失 10,314 

Ⅱ 損失処理額 

１ 任意積立金取崩額 

別途積立金取崩額 7,970 

固定資産圧縮積立金取崩額 15 

２ その他資本剰余金からの振替
額 

2,328 10,314 

Ⅲ 次期繰越損失 ― 

  

（その他資本剰余金の処分） 

Ⅰ その他資本剰余金 

１ 資本金及び資本準備金減少差
益 

8,500 

２ 自己株式処分差益 422 8,922 

Ⅱ その他資本剰余金処分額 

１ 配当金 356 

２ 利益剰余金への振替額 2,328 2,685 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額 

１ 資本金及び資本準備金減少差
益 

5,814 

２ 自己株式処分差益 422 6,236 

  



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  （注）  平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立

金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

14,948 6,715 8,922 15,637 225 7,970 △10,314 △2,118 △1,402 27,063

事業年度中の変動額         

剰余金の配当（注）     △356 △356     △356

剰余金の配当     △356 △356     △356

当期純利益     3,113 3,113   3,113

固定資産圧縮積立金の取崩
（注） 

    △15 15 ―   ―

固定資産圧縮積立金の取崩     △14 14 ―   ―

別途積立金の取崩（注）     △7,970 7,970 ―   ―

資本剰余金から利益剰余金
への振替額（注） 

    △2,328 △2,328 2,328 2,328   ―

自己株式の取得       △105 △105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

        

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― △3,041 △3,041 △30 △7,970 13,443 5,442 △105 2,294

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

14,948 6,715 5,880 12,595 195 ― 3,128 3,323 △1,508 29,358

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年２月28日残高 
（百万円） 

7,071 ― 7,071 34,134

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）    △356

剰余金の配当    △356

当期純利益    3,113

固定資産圧縮積立金の取崩
（注） 

   ―

固定資産圧縮積立金の取崩    ―

別途積立金の取崩（注）    ―

資本剰余金から利益剰余金
への振替額（注） 

   ―

自己株式の取得    △105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△895 12 △882 △882

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△895 12 △882 1,412

平成19年２月28日残高 
（百万円） 

6,175 12 6,188 35,547



重要な会計方針 

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として売価還元法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法によ

っております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法  

（1）社債発行費  

商法施行規則の規定に基づき３年間で毎期均等

額を償却する方法によっております。  

――――――  

  

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 金銭債権の取立不能に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により、翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 



前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、取締役

退任慰労金規程ならびに監査役退任慰労金規程に

基づく期末要支給額を計上しております。 

 なお、平成18年５月25日開催の定時株主総会に

おいて、本総会終結の時をもって役員退職金制度

を廃止し、本総会において再選された各取締役及

び在任中の各監査役に対し、本総会終結の時まで

の在任期間に対応した役員退職慰労金の打ち切り

支給を決議いたしました。また、再選された役員

に対する役員退職慰労金は、それぞれの退任時に

支給することといたします。 

(3）役員退職慰労引当金 

 平成18年５月25日開催の定時株主総会におい

て、役員退職金制度を廃止し、役員退職慰労金の

打ち切り支給を決議したため、廃止時点までの在

任期間に応じて計算した金額を役員退職慰労引当

金として計上しております。 

 なお、役員退職慰労金は、各役員の退任時に支

給し、引当金を取崩すこととしております。  

  

(4）投資損失引当金 

 子会社及び関連会社への投資に対し、その資産

内容を考慮して将来負担する可能性のある損失を

見積り、必要と認められる額を計上しておりま

す。 

(4）投資損失引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引につい

ては振当処理、特例処理の要件を満たす金利スワ

ップ取引については特例処理を採用しておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

為替予約取引及び金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 

同左  

② ヘッジ対象 

金銭債務 

② ヘッジ対象  

同左  

(3）ヘッジ方針 

 ヘッジ対象に係る将来の為替相場変動によるリ

スク及び将来の金利変動によるリスクを回避する

目的で、為替予約取引及び金利スワップ取引を利

用しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については振当処理を行なってい

るため、また、金利スワップ取引については特例

処理の要件を満たしているため、有効性の判定を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成の為の基本となる事項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

７ その他財務諸表作成の為の基本となる事項 

消費税等の処理方法 

同左 



会計処理の変更 

追加情報 

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これにより従来と比較して、営業利益が1,188百万円、

経常利益は1,230百万円、税引前当期純損失は14,253百万

円それぞれ増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各当該資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 

────── 

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

  当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）

を適用しております。これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は39百万円減少しております。 

 なお、当該役員賞与は、年間の業績に基づいて支給がな

され、当該支給の方針が当下期に決定しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は35,534百

万円であります。 

 また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

を販売費及び一般管理費に205百万円計上しております。

この結果、営業利益、経常利益が205百万円減少し、税引

前当期純損失が205百万円増加しております。 

 ────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
  （平成18年２月28日） 

当事業年度 
 （平成19年２月28日） 

※１ 会社が発行する株式総数 ※１ ―――――― 

  普通株式 230,000,000株     

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

ととなっております。 

    

  発行済株式総数  

普通株式 59,476,284株

    

※２ 関係会社に対する資産・負債の主なものは、次の

とおりであります（区分掲記されたものを除

く）。 

※２ 関係会社に対する資産・負債の主なものは、次の

とおりであります（区分掲記されたものを除

く）。 

  未収入金 1,981百万円   未収入金 1,968百万円

※３ 自己株式の保有数 ※３ ―――――― 

  普通株式 2,434,342株      

 ４ 偶発債務 

 下記のとおり関係会社等の銀行借入に対し、連

帯保証により債務保証を行なっています。 

 ４ 偶発債務 

 下記のとおり関係会社等の銀行借入に対し、連

帯保証により債務保証を行なっています。 

  関係会社  

  茂原商業開発㈱ 1,291百万円

その他  

  旭スプリング工業㈱ 200百万円

  合計 1,491百万円

  関係会社  

  茂原商業開発㈱ 1,179百万円

その他  

  旭スプリング工業㈱ 200百万円

  合計 1,379百万円

 ５ 配当制限 

 商法施行規則第124条３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は7,071百万円

であります。 

 ５ ────── 

  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
 （自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日） 

※１ 営業外収益のうち、関係会社からのものは、次の

とおりであります。 

※１ 営業外収益のうち、関係会社からのものは、次の

とおりであります。 

  受取利息 0百万円

受取配当金 9百万円

転貸不動産賃貸料 133百万円

受取手数料 43百万円

その他 13百万円

計 200百万円

  受取利息 0百万円

転貸不動産賃貸料 118百万円

受取手数料 7百万円

その他 5百万円

計 132百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

  建物 10百万円

土地 42百万円

計 52百万円

  建物 17百万円

土地 14百万円

計 31百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

  土地 13百万円

その他 0百万円

計 14百万円

  構築物 3百万円

   

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

  建物 9百万円

構築物 18百万円

機械装置 0百万円

器具備品 5百万円

その他 76百万円

計 110百万円

  建物 76百万円

構築物 11百万円

機械装置 2百万円

器具備品 5百万円

その他 48百万円

計 145百万円

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく取得130,000株、 単元未満株式の買取りによる増加6,056株で

   あります。 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
 （自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日） 

※５ 減損損失 

 当社は当事業年度において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

※５ 減損損失 

 当社は当事業年度において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

    （百万円）

用途 種類 場所 金額 

店舗 
土地及び
建物等 

千葉県 10店舗 

13,348 

埼玉県 7店舗 

愛知県 6店舗 

長野県 6店舗 

その他 36店舗 

その他の施
設等 

土地及び
建物等 

千葉県他 23件 2,135 

合計 15,483 

    （百万円）

用途 種類 場所 金額 

店舗 
土地及び
建物等 

愛知県 4店舗 

 233千葉県 3店舗 

その他 13店舗 

その他の施
設等 

土地及び
建物等 

千葉県他 4件 67

合計 301

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す 小の

単位として、各店舗及び賃貸物件をグルーピング

しており、遊休資産についても、当該資産単独で

資産のグルーピングをしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なる資産グループと地価の下落が著しい資産グル

ープについて減損を認識し、回収可能価額が帳簿

価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（15,483百

万円）として特別損失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当社は、キャッシュ・フローを生み出す 小の

単位として、各店舗及び賃貸物件をグルーピング

しており、遊休資産についても、当該資産単独で

資産のグルーピングをしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なる資産グループと地価の下落が著しい資産グル

ープについて減損を認識し、回収可能価額が帳簿

価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（301百万

円）として特別損失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は次のとおりであります。 

    （百万円）

  店舗 その他の施設等 合計 

建物及び構築物 9,422 529 9,951 

土地 1,065 1,528 2,594 

その他 2,860 77 2,938 

合計 13,348 2,135 15,483 

    （百万円）

店舗 その他の施設等 合計 

建物及び構築物 84 26 110

土地 32  41  74

その他 117  ―  117

合計 233 67 301

   なお、当資産グループの回収可能価額が正味売

却価額の場合には、不動産鑑定士による不動産鑑

定評価基準に基づき評価しております。また、回

収可能価額が使用価値の場合には、将来キャッシ

ュ・フローを4.61～5.19％で割引いて算定してお

ります。 

   なお、当資産グループの回収可能価額が正味売

却価額の場合には、不動産鑑定士による不動産鑑

定評価基準に基づき評価しております。また、回

収可能価額が使用価値の場合には、将来キャッシ

ュ・フローを5.06～5.38％で割引いて算定してお

ります。 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 2,434,342 136,056 ― 2,570,398 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
機械及び
装置 
（百万円） 

器具・備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額 
相当額 

13 3,753 3,767 

減価償却累
計額相当額 

13 1,729 1,743 

減損損失累
計額相当額 

0 1,173 1,173 

期末残高 
相当額 

0 850 850 

機械及び
装置 
（百万円）

器具・備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額 
相当額 

0 3,868 3,868

減価償却累
計額相当額 

0 2,143 2,143

減損損失累
計額相当額 

0 1,584 1,584

期末残高 
相当額 

0 140 140

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 726百万円 

１年超 1,321百万円 

合計 2,047百万円 

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 722百万円 

１年超 1,026百万円 

合計 1,748百万円 

リース資産減損勘定期末残高 1,173百万円 リース資産減損勘定期末残高 876百万円 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 814百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 329百万円 

減価償却費相当額 787百万円 

支払利息相当額 30百万円 

減損損失 1,502百万円 

支払リース料 788百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 396百万円 

減価償却費相当額 761百万円 

支払利息相当額 27百万円 

減損損失 99百万円 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （平成19年２月28日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 276百万円

未払事業所税 33百万円

未払社会保険料 28百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 767百万円

役員退職慰労引当金 226百万円

貸倒引当金 34百万円

投資損失引当金 120百万円

投資有価証券評価損 458百万円

減損損失 4,506百万円

繰越欠損金 1,940百万円

その他 353百万円

繰延税金資産小計 8,745百万円

評価性引当額 △4,505百万円

繰延税金資産合計 4,240百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 139百万円

その他有価証券評価差額金 4,753百万円

その他 183百万円

繰延税金負債計 5,075百万円

繰延税金負債の純額 835百万円

（繰延税金資産）  

賞与引当金損金算入限度超過額 308百万円

未払事業所税 32百万円

未払社会保険料 36百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 742百万円

役員退職慰労引当金 106百万円

貸倒引当金 31百万円

投資損失引当金 208百万円

投資有価証券評価損 458百万円

減損損失 4,106百万円

繰越欠損金 1,254百万円

その他 316百万円

繰延税金資産小計 7,601百万円

評価性引当額 △3,261百万円

繰延税金資産合計 4,340百万円

   

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 129百万円

その他有価証券評価差額金 4,151百万円

その他 217百万円

繰延税金負債計 4,498百万円

繰延税金負債の純額 158百万円

（注）当事業年度における繰延税金資産（負債）の純額

は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 

流動資産－繰延税金資産 431百万円

固定資産－繰延税金資産 ─ 

流動負債－繰延税金負債 ─ 

固定負債－繰延税金負債 1,266百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因 

 当期は税引前当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な原因 

法定実効税率 

（調整） 
  40.2％

交際費等永久に損金に 

されない項目 
  0.7％

受取配当等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.4％

住民税均等割   3.5％

評価性引当額   △41.8％

その他   △1.4％

 税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
  0.8％



（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 598円42銭

１株当たり当期純損失 209円80銭

１株当たり純資産額 624円67銭

１株当たり当期純利益 54円60銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純損失 12,094百万円

普通株式に係る当期純損失 12,094百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 57,648,795株

損益計算書上の当期純利益 3,113百万円

普通株式に係る当期純利益 3,113百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 57,033,387株

前事業年度 
 （自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日） 

当事業年度 
  （自 平成18年３月１日 
  至 平成19年２月28日） 

（自己株式の取得について） 

 当社は、平成18年５月25日開催の定時株主総会におい

て定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取

得することができる。」旨を定款に定めております。 

 ────── 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

イオン㈱ 4,106,000 10,550 

㈱千葉銀行 1,736,011 1,994 

ＤＣＭJapanホ－ルディングス㈱ 860,890 988 

㈱コメリ 247,217 945 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 492.76 722 

㈱ミレアホールディングス 110,510 492 

㈱ベルク 278,000 320 

新日本石油㈱ 300,590 255 

㈱常陽銀行 231,862 180 

㈱千葉興業銀行 83,755 148 

その他11銘柄 49,520.23 166 

計 8,004,847.99 16,766 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 有形固定資産の増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建物の増加  

        姉崎  382百万円 

２ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

３ 有形固定資産の当期償却額のうち60百万円および長期前払費用の当期償却費の内の１百万円は、転貸不動産

賃借料に計上しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 当期減少額（その他）の内容は以下のとおりであります。 

・貸倒引当金 ： 回収による減少額と、洗替による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 （注）１ 18,141 526 
505 

(89)
18,162 9,415 602 8,747 

構築物 8,250 149 
202 

(20)
8,197 6,507 283 1,690 

機械装置 282 1 
10 

(0)
273 236 8 37 

車両運搬具 105 ― 
98 

 
6 5 0 0 

器具備品 2,823 120 
143 

(14)
2,800 2,494 94 306 

土地 12,156 ― 
76 

(74)
12,079 ― ― 12,079 

建設仮勘定 22 625 635 12 ― ― 12 

有形固定資産計 

（注）２ 
41,782 1,424 

1,673 

(198)
41,533 18,659 987 22,873 

無形固定資産               

借地権 432 5 0 437 ― ― 437 

ソフトウェア 1,089 10 92 1,008 758 192 249 

電話加入権 63 ― 
0 

(0)
62 ― ― 62 

無形固定資産計 

 （注）２ 
1,585 15 

92 

(0)
1,508 758 192 750 

長期前払費用 （注）２ 868 20 
177 

(1)
711 536 62 174 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 487 24 25 9 477 

役員退職慰労引当金 563 33 331 ― 265 

投資損失引当金 299 219 ― ― 518 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

 平成19年２月28日現在における貸借対照表の主な資産、負債の内容は、次のとおりであります。 

(イ）資産の部 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

相手先別内訳 

滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

③ 商品 

区分 金額（百万円） 

現金 1,105 

預金   

当座預金 19 

普通預金 5,599 

その他預金 1 

計 5,621 

合計 6,726 

相手先別内訳 金額（百万円） 

ＵＦＪニコス㈱ 230 

ＪＣＢ㈱ 126 

イオンクレジットサービス㈱ 44 

ディーシーカード㈱ 30 

その他 5 

合計 437 

前期繰越高 
（百万円） 

Ａ 

当期発生高 
（百万円） 

Ｂ 

当期回収高 
（百万円） 

Ｃ 

次期繰越高 
（百万円） 

Ｄ 

回収率（％）

Ｃ 

Ａ＋Ｂ 

滞留日数（日） 

1/2（Ａ＋Ｄ） 
×30

1/12Ｂ 

386 13,080 13,030 437 96.8 11.34 

内訳 金額（百万円） 

DIY用品 9,551 

家庭用品 11,740 

レジャー用品他 7,481 

計 28,773 



④ 差入保証金 

(ロ）負債の部 

① 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

② 買掛金 

 ③短期借入金 

内訳 金額（百万円） 

店舗等敷金保証金 18,532 

その他 212 

計 18,745 

相手先 金額（百万円） 

㈱千葉銀行 57 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 88 

計 145 

期日 金額（百万円） 

平成19年３月満期 145 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

中央物産㈱ 1,060 ピップトウキョウ㈱ 521 

㈱山善 611 その他 11,472 

アイリスオーヤマ㈱ 609     

㈱小野商事 523 計 14,798 

        

㈱三菱東京UFJ銀行 1,611 三菱UFJ信託銀行㈱ 500 

㈱千葉銀行 1,566 ㈱千葉興行銀行  500 

㈱みずほ銀行 698 その他 300 

㈱常陽銀行 600   5,775 



 ④１年以内返済予定の長期借入金 

⑤ 長期借入金 

(3）【その他】 

① 最近の事業年度末日後の状況 

 該当事項はありません。 

② 重要な訴訟事件等 

 該当事項はありません。 

        

㈱千葉銀行 5,320 
明治安田生命保険相互会

社 
936 

三菱UFJ信託銀行㈱ 4,158 その他  1,600 

㈱三菱東京UFJ銀行 2,780     

第一生命保険相互会社  1,183   15,978 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

㈱千葉銀行 7,200 ㈱常陽銀行 1,675 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,825 その他 2,200 

㈱みずほ銀行 5,150     

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,775 計 24,825 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ３月１日から２月末日まで 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券および100株未満の株式数を表示し

た株券 

剰余金の配当の基準日 
８月31日 

 ２月28日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代

行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき 200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代

行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 株主優待制度を次のとおり実施しております。 

  １ 株主優待制度の内容 株主ご優待カードの贈呈 

  ２ 対象者 1,000株以上の株主。 

  ３ 贈呈基準 
８月31日現在および２月末日現在の株主を対象に

年２回おこなう。 

  ４ 使用方法 
カードの提示により商品お買上金額の10％割引。

ただし現金でのお買物に限る。 

  
５ 使用できる店舗およ

び対象商品 

㈱ケーヨー、本久ケーヨー㈱、ニック産業㈱の各

店舗におけるたばこ、保険料およびその他当社指

定の商品を除く全商品。 

  ６ 有効期限 
８月31日現在の株主に対する贈呈分……翌年５月

31日まで 

    
２月末日現在の株主に対する贈呈分……同年11月

30日まで 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第68期） 

自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日 
  

平成18年５月26日 

関東財務局長に提出。 

          

(2）半期報告書 （第69期中） 
自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日 
  

平成18年11月17日 

関東財務局長に提出。 

          

(3）自己株券買付状況報告書     平成18年３月８日 

平成18年４月11日 

平成18年５月11日 

平成18年６月13日 

平成19年３月13日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書 

  平成18年５月25日

株式会社 ケーヨー  

  取締役会 御中  

  千葉第一監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  谷  眞  人  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 越  田     勝  ㊞ 

  業務執行社員  公認会計士 本  橋  雄  一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケーヨーの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ケーヨー及び連結子会社の平成18年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書 

  平成19年５月24日

株式会社 ケーヨー  

  取締役会 御中  

  千葉第一監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  谷  眞  人  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本  橋  雄  一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケーヨーの平成18年3月1日から平成19年2月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ケーヨー及び連結子会社の平成19年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書 

  平成18年５月25日

株式会社 ケーヨー  

  取締役会 御中  

  千葉第一監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  谷  眞  人  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 越  田     勝  ㊞ 

  業務執行社員  公認会計士 本  橋  雄  一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケーヨーの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ケーヨーの平成18年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書 

  平成19年５月24日

株式会社 ケーヨー  

  取締役会 御中  

  千葉第一監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  谷  眞  人  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本  橋  雄  一  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ケーヨーの平成18年3月1日から平成19年2月28日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ケーヨーの平成19年2月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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